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本日の内容

Ⅰ．環境政策の推進による持続可能な地域づくり政策と
は

1．SDGsと環境・経済・社会の統合的政策

2．ドイツの統合的政策事例

Ⅱ 自治体取組事例の紹介

－環境部署と他部署の複合的施策
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Ⅰ【総論】環境政策の推進による

持続可能な地域づくり政策とは
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持続可能な自治体になるには？

持続可能な自治体とは

①地域資源（自然資源・物的資源・人的資源）の潜在的価値を見い
だし、再生能力を損なわない範囲で活用する【残して活かす】

②モノ、サービス、人材を自前で調達し、循環させ、有機的につなぎ
、それが地域の新たな価値を生み出す【つないで生み出す】

③地域内外の人との信頼関係や交流、ネットワークを維持する【学
んで助け合う】

• 環境・経済・社会の統合的政策を推進する

– バラバラに実施するのではなく、複合的・統合的に取り組むことが
重要（→地域課題の同時解決、一石二鳥・一石三鳥をめざす政
策の実施）。

• SDGsを意識して政策・計画を立案する

– 17の目標に関係するものを単に実施していれば良いのではなく、
以下の点に配慮して実施する
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Shibaura Institute of Technology

持続可能な開発目標（SDGs）とは？

• Sustainable Development Goals： サスティナブル・ディベトッ
プメント・ゴールズ→エスディージーズ

• 「持続可能な開発のための2030アジェンダ」の一環で合意された
世界が2030年までに達成を目指すべき17の目標

• 2015年9月25日、国連総会で採択された



ピコ太郎さん、国連本部でＰＰＡＰ
• 国連本部で「ＰＰＡＰ」新ネタを初披露――。 国連の持続可能な

開発目標（ＳＤＧｓ〈エスディージーズ〉）に関する会合に合わせ、日
本政府が１７日夜（日本時間１８日朝）に米ニューヨークの国連本
部で開いたレセプションに、「ＰＰＡＰ ペンパイナッポーアッポーペ
ン」のヒットで世界的に知られるピコ太郎さんが登場した。

• 日本政府は「ＰＰＡＰ」人気にあやかろうと、世界が取り組むべき
１７分野の目標を掲げたＳＤＧｓの取り組みの考え方を「Ｐｕｂｌｉｃ Ｐ
ｒｉｖａｔｅ Ａｃｔｉｏｎ ｆｏｒ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ」（官と民の連携に向けた取り
組み）と読み替え、「ＳＤＧｓ版ＰＰＡＰ」として打ち出す。外務省の依
頼でＳＤＧｓ版の動画をつくったピコ太郎さんが、レセプションに特
別ゲストとして登場。軽快なダンスと歌を人前で初披露した。

（朝日新聞デジタル 2017年07
月18日 10時53分)



世界の社会問題とSDGs

• 世界人口の増加に伴い、資源・エネルギーの消費も増え続け
、すべでの人が先進国の暮らし方をすると、地球が2.3個必要

• 自然災害は1970年代と比較してこの10年間は発生件数、被
災者数が約３倍

• そんな中、国連は2015年、持続可能な開発目標（SDGs：エス
ディージ－ズ）を定め、貧困、保健、教育、経済成長、気候変
動, 生物多様性、平和など17の分野の目標が掲げられ、世界
の国々が目標達成のために取り組んでいくことを決めた。



SDGs ウェディングケーキ

• 「環境」＝自然資本は持続可能な社会の基盤

8出典：環境省 https://www.env.go.jp/nature/morisatokawaumi/pdf/kyouseiken/tebiki_1.pdf
Stockholm Resilience Centre の図に環境省が追記)



2050年カーボンニュートラルと
新たな2030年目標

当時の菅総理大臣は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全
体としてゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラルを宣言
この実現のため、2030年度において、温室効果ガスの2013年度
からの46％削減を目指すことを宣言

出典：外務省、環境省
https://www.mofa.go.jp/mofaj/ic/ch/page1w_000121.html
https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/about/



カーボンニュートラルとは
• 植物の燃焼・分解によって排出されるCO2は、元となる植物が成長過程

で吸収したCO2と同じである（相殺できる）という考え方

• 成長過程では光合成により大気中のCO2を吸収するので、排出と吸収
によるCO2のプラスマイナスはゼロになる

• したがって、木や植物を燃やしてもCO2排出量はゼロと考える

• 「CO2排出量実質ゼロ」CO2を全く出さないという意味ではない。出した
分をどこかで吸収していればOK

• 「再エネ100％」昼間太陽光で発電して売り、夜は電気を買う場合も含む

10
出典：中部電力
https://www.chuden.co.jp/energy/renew/biomass/bio_shikumi/



日本の温室効果ガス排出量の推移
• 2022年度の総排出量は10億3,500万トン（前年度比-2.5％、2013年

度比-21.3％ ）
•  国際的に約束した2020 年度の温室効果ガス削減目標2005 年度比で3.8％減はすでに達

成（25％減を震災後に改変した目標）

11
<出典> 環境省2022年度温室効果ガス排出量（詳細） https://www.env.go.jp/content/000215754.pdf



日独のCO2排出量の比較
• 温室効果ガスのうち、大半を占めるＣＯ２をみると、２０１９年現在、日

本は１０億ｔ、ドイツは6.6億トン（温室効果ガスより減り方は少ない）

• ドイツは2030年に1990年比で65％削減する目標を掲げている

• 日本は1990年から1％しか減少していないのに対し、ドイツは31％も減
少している

世界経済のネタ帳 https://ecodb.net/exec/trans_country.php?type=WB&d=CO2EKT&c1=DE&c2=JP
（元は世界銀行統計データ）などより加工
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部門別CO2排出量の推移（電気・熱配分後）

• 1990年から産業部門は減少、運輸部門は増加から最近へ減少、業務部
門は2016年から減少、家庭部門は横ばい

13<出典> 環境省2022年度温室効果ガス排出量 https://www.env.go.jp/content/000216325.pdf



経団連のSociety5.0（新たな経済成長モデルとして提唱）

14出典：経団連ホームページ



「エネルギーの地産地消」は経済政策でもある！

• 日本の世帯あたり光熱費（北海道の場合）は１ヶ月あたり1
万9千円（住居除く支出の10％）。年間にすると22万8千円。

• 人口5万人の町では、町全体で114億円の光熱費がかかっ
ている計算になる

• このお金が町の外に流出している→これを町の中にとどめ
ることができれば、大きな経済効果が得られる

• 経済政策に位置づけることで、首長さん、財政部局や住民
の理解が得やすくなる。
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例：ドイツ・マウエンハイム村のエネルギー自立戦略
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木質チップ
暖房プラント

建物

林業

バイオガス
工場

農業

暖房 5万€

暖房 15万€

木質チップ 2万€

エネルギープラント 22万€

売電 40百万kWh

収入 60万€ 

• 地域内で2～22万€(ユーロ）のお金が循環し、外から60万€ (ユ
ーロ）のお金が入ってくる

• 出典：ソーラーコンプレックス社プレゼン資料をもとに作成



環境・経済・社会の統合的政策の例
• エネルギーの地産地消と経済・福祉政策

– 長野県の新築住宅の省エネ性能表示の義務化（施主に工法
別の光熱費を提示）

– 北海道下川町の一の橋バイオビレッジ（高齢者集住化住宅）

– 世田谷区保育園が伊那市の小水力発電所の電力を購入

• 環境教育と移住政策

– 鳥取県・鳥取県智頭町の例（森のようちえん（自然保育）の認
定制度）
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ドイツの統合的政策事例1：
ヴォーバン地区のカーフリーとコーポラティブ住宅

• 市の中心から3km 南下したところ
にある計画人口5500 人の新興住
宅地

• 人口は5631人（2013年）で、18歳
以下の人口が多く60歳以上の人
口が少ない

• フライブルク市が分譲し開発した

• ハイレベルな市民参加が実現

– 車のないまちづくり

– コーポラティブ住宅

ヴォーバン地区

フライブルク



ヴォーバン地区のカーフリーの交通計画
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トラムの停留所

５×

カーシェアリングプールの位置

市民団体「フォーラム･ヴォーバン」が提案

• トラム（路面電車）の整備

• 駐車場禁止区域の設置

• カーシェアリングの導入

立体駐車場



コーポラティブ住宅と建築グループ

建築グループ
協同組合＋建築グループ

協同組合
個人建築者
建設・不動産会社
その他

出典：ヴォーバン図集 http://www.vauban-im-

クレーハウス

住民が共同で運営するコーポラティブ住宅が多い

同じコンセプトやアイデアの家に住みたいと考える人が
「建築グループ」を形成



クレーハウス：環境共生型コーポラティブ住宅
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事業

項目

・1人当たりのエネル
ギー消費量を2000W以
下に抑えることをコンセ
プトとした2軒のコーポラ
ティブハウス
・24世帯が建設主となっ
て25世帯分の住宅が計
画された
・一つの住居を二つに
分割することや、複数の
住居を一つに改造しや
すい等柔軟な建築構造
を採用
・ヴォーバン地区におけ
る低エネルギー住宅（ク
レーハウス）の建設

・1999年フラウンホー
ファー研究所内に創立
・研究より実践が重要と
考えフラウンホーファー
研究所から独立
・5人で始めた

方法
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形で住民が一緒になっ
て建物を建てた
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的な研究への参加・協
力

設立の歴史
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ドイツの統合的政策事例2：フライブルク市ヴァインガル
テン地区

• エリア面積：1.63km² 、人口：10,444人（2008年末） 
人口密度：6460人/ km²

• 多民族が暮らし、低所得者も多い



ヴァインガルテン地区の省エネ改修と地域再生

• 隣人関係がない、部外者が器物を損壊など劣悪な居住環境→省
エネ改修と合わせて地域再生をしたい

• 従来の方法：建築家・都市設計者主導

– 専門家は住民たちがどういうふうに生活しているかわからない

– 住民は、専門家の言っていることがわからない

• 専門家と住民をつなぐコンサルタントが必要→クリステル・ヴェル
プさん（市のソーシャルワーカー（FH））

出典：
http://foru
m-
weingarte
n.de/inde
x.php/ver
ein/mitarb
eterinnen



ヴェルプさんの仕事（住民の意見聴取）

• 説明会を開催したが、参加率はあまり良くない。

• 説明を受けても、すぐには意見を言えない

• 建物関連の苦情ばかり出た（窓が壊れている、暖房が効か
ない、電線が切れている）

• そこで、アンケートで聞くと、住民の不満は、建物の改修だけ
でなかった

– 隣人、家主とのコミュニケーションの問題（会わない、挨拶がな
い、不審者による器物損壊）

• →社会福祉面（ソフト）と技術面（ハード）のバランスが大事で
あることがわかる



ヴェルプさんの仕事（改修の説明）

• 多くの人が、改修後家賃が上がって住めなくなるのではと心
配→低所得者への配慮が必要とわかる

• 住民の意見を聞き、住宅を設計しなおす。

• 6つの部屋を9つにしてダウンサイジング（独居老人には大き
な家は必要ない）

• 設計図に色を塗ったが、それでもわかりずらいので模型を作
ってもらい、これをもって住民を回る

• 再入居する人には、これを見て家具やベッドの可否や配置
などを判断してもらった



改修の内容
• 窓を3重窓に。外断熱。

• 従来のベランダは家の中に取り
込む。外に新しいベランダをつけ
る

• 電線、暖房、換気装置はすべて
新しく

• 屋上に1階建て増しし、換気のた
めのダクトを置く→外からの空気
を中で暖め熱交換

• 屋上に太陽光パネル

• 低所得者への配慮（お金の節約
）

– 1階にパーティーができる集
会室を設置。

– 外来者が宿泊できる部屋を
作る



住民のつながりの確立
• 住民の関係をつくるため、ネットワークを設立「フォーラム・ヴァ

インガルテン」(1989年～）

• 74歳のおばあさんの誕生パーティを集会室で開く

– 多くの隣人が集まり、ベルリンから息子さんも

– 「最高の誕生日だった」とおばあさん

– 低所得でレストランを借りられない、ゲストを泊めるお金もない人
が、幸せを感じている！

• ヴェルプさん曰く「低所得者であっても、隣人と良好な良い関
係を作るために支援するのが私の仕事です」「アイデアは住民
が出す。それを実現するのが私の仕事です」

出典：http://forum-
weingarten.de/index.php/verei
n/mitarbeterinnen



まとめ：環境・経済・社会の統合的政策とは

ドイツ・フライブルク市の低炭素まちづくりは、SDGsに関わる複
数課題を同時解決している事例である

→日本の自治体もそうあるべき

• ヴォーバン地区の低炭素まちづくりと住民参加

• ヴァインガルテン地区の省エネ改修と地域再生
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Ⅱ 自治体取組事例の紹介
環境部署と他部署の複合的施策

29



政策の分類と複合度

• 政策の分類

– 温暖化対策・エネルギー

– 自然資源の保全・活用

– 伝統文化の維持・活用

– 資源循環・リサイクル

– 環境教育・ＥＳＤ

– 共通・その他

• 政策の複合度（難易度ではない）

– 低：単一の部署で実施可能

– 中：複数の部署で調整、または民間との協働が必要

– 高：全庁的取り組みが必要、または空間的広がりをもっている

• 事例紹介を聞きながら、「自分の部署でできること」選定シー
トに、自分の部署でできそうな取り組みに○をつけてください

30
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通知書などに行政の環境の取り組みを一言紹介

• 納税通知書、支払い調書
などに環境の取り組みを
短くPRすることで、住民の
認知度を高める
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子ども・大人のエコ見回り隊によるエコオフィス点検（内子町）
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• 園内でのエコ見回り隊を発展させ、内子保育園園児が内子分庁へ、くる
み保育園が役場本庁舎へ内子小2年生が内子地区の8つの施設の見回
りに行った。

• 子どもが歩いて行けないところを「大人のエコ見回り隊」によって点検
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教
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農作物収穫体験ツアー（大田原市）

出典：https://www.znk.or.jp/nekonote/event/
33

栃木県の「大田原グリーン・
ツーリズム推進協議会」では
、は季節の野菜の収穫をしな
がらそれを食材にしたランチ
を食べるツアーを提供
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家屋調査の際にごみの出し方ルール説明(内子町)
• 家屋調査を行う際、すべての家主に対して正しいゴミの分別や

出し方のルールを守るようお願いし、ゴミの削減と環境意識の
向上に繋げるようにしている
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グリーン入札制度（滋賀県）

• 環境負荷の低減に積極的に取り組む事業者を優先して競争入札
や随意契約が実施される

• 「グリーン購入実践プラン滋賀登録制度（GP プラン滋賀）」は県内

の中小事業者に研修を受けてもらい登録することで、小規模事業
者であってもグリーン入札参加資格を得られるもの
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内子小・こばと保育園木工体験（愛媛県内子町）

• 内子小2年生は森田材木店への見学と「内子手仕事の会」の支援

で木のおもちゃ作りを行っている

• こばと保育園では内子手仕事の会の支援で木工教室を行っているほか、
共通スペースに木や用具を置き、日常的に工作ができるようにしている

36

低

温
自

伝

教

資



子育て支援リユース事業（山口県宇部市）

• 家庭で不用になった子供服・絵本などの
子育てグッズを、市内9か所に設置する「
子供服・絵本回収ボックス」で回収。 

• 集まったグッズは、市内で開催されるイ
ベント等において、「子育てグッズリユー
ス広場」、「子ども用スポーツグッズリユ
ース広場」を開設し、必要な方に無料で
譲る

37

低

温
自

伝

教

資



工場見学や替え歌を交えたリサイクル学習（内子町）

38

五城保育園では、ペットボトル、牛乳パック、缶のリサイクル活動をしながら、
工場見学や替え歌を交えて学習

低

温
自

伝

教

資



転入者に対する環境の取り組み紹介（内子町）

• 内子町では住民窓口で、転入届け出時の説明資料の中に
環境基本計画の簡単な説明を入れ、口頭で説明している 

39

低

温
自

伝

教

資



谷津干潟のアオサ除去活動（習志野市） 
• 谷津干潟はラムサール条約に登録された首都圏に残る貴

重な湿地であるが、富栄養化のためアオサが異常繁殖し、
悪臭を放っている

• 市や市の自然観察センターが中心となり近隣の高校や大
学生にも呼びかけて、一斉除去活動を行う

40

低

温
自

伝

教

資



ペレットストーブ・ペレットボイラー導入への補助
（例：葛巻町等）

木質ペレットとペレットストーブ

・現在，廃材や除間伐材を細かく砕いて粒子状にした木質ペレットを燃
料として用いたストーブやボイラーが導入されつつある

・ペレットストーブに対する自治体の補助も中山間地域の自治体を中心
に継続しており、少なくとも209の自治体で木質バイオマスに関する助

成制度を持っている。例えば岩手県や同県葛巻町では家庭用ペレット
ストーブ導入にそれぞれ5万円の補助を出していた。

温
自

伝

教

資

低



生ごみ・竹・豚糞尿の堆肥化（日置市)
• 生ごみ、豚糞尿、竹チップ＋廃食油で低温好気性発酵し、堆肥化

• 生ごみは10円/kgで買い取り、地域活性化奨励金（CO２マイレージ）
として自治会へ。伐採竹は5円/kgで買い取り

• ごみ減量、竹林荒廃防止、豚舎の消臭の一石三鳥

42



100㎡運動における寄付者の植林参加（斜里町）

• 1977年開発の危機にあった知床国立公園内の開拓跡地を買い取るために、
100㎡を1口とする寄付運動を実施。20年後、対象地をほぼ買い取った。

• 寄付者の名前は運動ハウスに刻まれ、ニューズレターが送付され、植林や
体験ツアーに参加できる

43

低

温
自

伝

教

資



もったいない陶器市（奈良県生駒市）

• 回収ボックスに集まった陶器の中でまだ使えそうなきれいな
物を並べて、気に入ったものをもらって使ってもらうリユース
運動

• 近くのスーパー「ディアーズコープいこま」の店頭をお借りして
「毎月10日は陶器の日」として回収と「もったいない陶器市」を
行い、毎回300人近い人が利用

44

低

温
自

伝

教

資



高齢者福祉施設におけるミニコンサート＆
ごみ分別説明・町の取り組みPR（内子町）

45

ミニコンサートの合間にごみ分別方法の説明や、曲と関連した町の取り
組み紹介を入れる

中

温
自

伝

教

資



市民出資による公共施設への太陽光発電導入（飯田市）

• 住宅用太陽光パネルの補助制度は、少なくとも800以上の市区町

村で補助制度がある（ソーラーシステム振興協会、2016）
• 共同設置・出資は、太陽光・風力発電装置などを市民が共同で負担し、

屋根の提供者と共同で運営するもので、市民団体や生協などが主体的
に実施している場合が多い。

• 長野県飯田市では飯田市内の 38 ヵ所の保育園、幼稚園、公民館など

の屋根に太陽光発電システムを設置し、各施設に供給（南信州おひさま
ファンド）

飯田市みつば保育園（出典：飯田市ホームページ）

飯田市明星保育園
（出典：おひさま進歩エネルギーホームページ）

温
自

伝

教

資

中



熱中症予防情報メール（熊谷市ほか） 

• 熱中症ランクに達したら登録者にメールでお知らせ（熊谷市
健康づくり課）

47
出典：http://www.city.kumagaya.lg.jp/appare/naruhodo/mimamori/johohassin/mail.html

中

温
自

伝

教

資



ホタル観察会（内子町、うちみづネット、五十崎自治セ
ンター、石畳を思う会、柿守会、児童館など） 

内子町石畳地区と柿原地区でホタル観察会を開催。蛍の生態について
理解を深めるとともに山間部の小学生と町中の小学生の交流に一役買う

48

中

温
自

伝

教

資



小水力発電の導入（岡山県西粟倉村）

出典：西粟倉村におけるグリーンプランパートナーシップ事業
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/kuiki/pdf/22_nishiawakura.pdf

• 水力発電所のリプレイス
– 流域面積1850㌶
– 使用水量0.55m3/sec
– 吉野川 0.406m3/sec
– 大海里川0.144m3/sec
– 有効落差 68.9ｍ
– 発電出力最大 290ＫＷ

– 年間発電量2,540,000ｋｗｈ

• 農業用水の活用

温
自

伝

教

資

中



全国気温観測値ランキング（2017年7月17日）

ドライミストによる気候緩和（熊谷市ほか）

• 熱中症対策として、水を微細な霧の状態にして噴射し、蒸発す
る際の気化熱の吸収を利用して冷却する装置。大阪府水道局
ではドライ型ミスト装置導入を職員がサポートする制度を設置

50

温
自

伝

教

資

中



内子高校うちこスイーツコンテスト（愛媛県内子町） 
• 内子高校生が内子産食材を用いた「スイーツコンテスト」を開催。賞

金や食材費はクラウドファンディングを利用してネット上で資金集め
を行う。当選した「じゃからサイダーゼリー」を笹祭りで調理・販売し
たほか、「うちみづ子ども倶楽部」で小学生と調理し食べる。

51

中

温
自

伝

教

資



成人式のごみ拾いや資源回収（伊丹市）
• 兵庫県伊丹市では、成人式の実

行委員が社会貢献活動を企画。
ペットボトルのキャップ集めや、成
人式当日朝に会場周辺のごみ拾
いを実施

52

中

温
自

伝

教

資



時代巡りウォークラリーによる世代交流型活動（内子町）

うちみづネットと内子自治センターが主催する「うちこ時代巡りウォークラ
リー」に2年生の総合学習英語クラスや家庭クラブ員が参加。小学生や幼
稚園児と一緒に町並を歩く

中

温
自

伝

教

資



風力発電施設の自治体自らの設置（檮原町）
• 地熱利用の「雲の上のプール」を整備(1998)
• 最大出力600kwの風力発電所を整備

（1999,総事業費約４．５億円）

• 売電収入約4200万円→町の環境基金へ積立て、
住民へ還元

• 住宅用太陽光発電補助１ｋｗあたり２０万円（全国
でも高レベル）

• その他、小水力・小型風力・温度差エネルギー利
用にも補助。

• 基金を利用し、環境調査も実施(1200万円)。

温
自

伝

教

資

中



PFI方式による合併浄化槽設置促進（富田林市）
• 南部の東条地区等を市設置型浄化槽整備推進事業により整備する区域

と定め、家庭に浄化槽を設置し管理する事業をPFI方式で実施

• 市が藤野興業の子会社の（株）FJSに委託し、同社職員が各家庭や町内会へ

地道に出向き、案内・相談、工事調整、各種申請手続き、浄化槽設置工事及
び保守管理を実施した結果、合併浄化槽設置率が飛躍的に拡大。

55

下水道
整備区域

合併処理浄化槽
整備区域

中

温
自

伝

教

資



ゼロウエストカードによる雑紙持ち込み
ポイントキャンペーン（徳島県上勝町）

ゼロウエスト宣言している徳島県上勝町ではごみの収集がなくごみステ
ーションに町民が持ち込むが、雑紙の資源回収を徹底するために、持ち
込んだ雑紙を分別して入れると、ポイントがたまるようにしている

56

中

温
自

伝

教

資



地域熱供給システム

村内熱供給事業者

熱利用料

熱供給
薪ボイラー

運営

西粟倉村

森林

未利用材 新庁舎

小中学校

集住住宅

新規創業施設

他エリア展開
（新築住宅等）

第一
段階

第二
段階

第三
段階

• 580トン/年程度の
原木需要

木材代

間伐
• 3,500トン/年程度
の搬出量

農業用ハウス

村営住宅一部
整備

• 170~290万MJ/年
程度の熱需要

57

温泉施設における薪ボイラーの設置（西粟倉村）

出典：西粟倉村におけるグリーンプランパートナーシップ事業 https://www.env.go.jp/policy/local keikaku/kuiki/pdf/22 nishiawakura.pdf

地域産未利用材を燃料とする薪ボイラーを温泉施設で加
熱用に導入。ローカルベンチャー「村楽エナジー」が地域
熱供給から宿泊施設までを手がける。

温
自

伝

教

資

中



ペレットストーブ・薪ストーブ導入（東京都檜原村）

• 村内未利用材などを利用して暖房・給湯・温泉加温を行う

58

施設 導入設備 導入年 導入機種

檜原村役場「カフェせせらぎ」 ペレットストーブ 2005 テルモロッシ社「エコサーモ」

教育の森研修棟
薪・ペレット兼用

ストーブ
2009 さいかい産業「だるま君」

温泉センター数馬の湯 薪ボイラー 2012 80kW×2基（温泉加温用）

温泉センター数馬の湯（レストラ
ン）

薪ストーブ 2013
DUTCH　WEST（ダッチウエス
ト）「FA285」

地域交流センター（観光協会） 薪ストーブ 2016 ブルナー社「IRONDOG　No4」

檜原村役場　西庁舎 薪ストーブ 2016 HWAN（ワム）「4620c」

神戸国際マス釣場 薪ストーブ 2016 ホンマ製作所「HTC-50TX」

やすらぎの里（福祉複合施設） チップボイラー 2018 240kW×1基（給湯・空調用）

都民の森　森林館 薪ストーブ 2019 ブルナー社「IRONDOG　No4」

檜原村じゃがいも焼酎製造等施設
「ひのはらファクトリー」

ペレットストーブ 2020 さいかい産業「DK-15」

森のおもちゃ美術館 薪ストーブ 2021
arada（アラダ）「Aarrow
Ecoburn Plus 9」

笹平サテライトオフィス 薪ストーブ 2022 メーカーなし

出典：檜原村ホームページより編集
https://www.vill.hinohara.tokyo.jp/0000000860.html

やすらぎの里チップボイラー



59

自動運転バス（北海道上士幌町）

茨城県境町自動運転バス（役場ホームページ）

・2017年度から実証実験を進め、ソフトバンク子会社の「ボードリー」など
の協力の下、22年12月からはフランス製の電気自動車で、役場や町市街
地、道の駅を巡回する約3・5キロのルートで定期運行を始めた。
・現在週3日、2系統6便を定期運行。202312月までに約1600人が利用。
・現段階は「レベル2」で、基本的な運転は車が自動で行うが、信号や交差
点への進入などは、同乗しているオペレーターが判断して操作している。

温
自

伝

教

資

中



Shibaura Institute of Technology

環境配慮型住宅の建築補助（長野県） 
• 長野県は新築住宅の省エネ性能表示の義務化（施主に工法別

の光熱費を提示）

• 一定基準を満たす性能の高い住宅に補助。施工業者に展示会
を義務づけホームページで公表

• 施主は初期費用が高くても、性能の良い住宅を選択→地元工
務店の技術開発が進み、経済効果が生まれる

温
自

伝

教

資

中



森林管理から販売までの一体化（東京都檜原村）

• 村はウッドスタート宣言（木育の行動プラン）を2014年に
行い、2021年におもちゃ美術館を開館

• 民間では2018年に木材産業協同組合を結成し、生産・製
材・加工・販売業者・森林体験サービス業者など30社以
上の企業がサプライチェーンを形成し活動

• 木材産業協同組合の主要な会員企業

– バイオチップ生産：比留間運送

– 森林整備・伐採搬出：東京チェンソーズ、井上店

– 製材：野村材木店、小泉製材所

– 木工品製造：フロンティアジャパン、ウッドボックス、お
もちゃ工房等

• 組合受託事業

– おもちゃ美術館・じゃがいも焼酎工場建築材料提供

– 木製ノベルティ・小物製造

– サントリー天然水の森整備

– 森林体験ツアーなど

61おもちゃ工房

バイオチップ生産（比留間運送）

温
自

伝

教

資

中

木製ノベルティ（YSCホームページより）

https://www.y-s-c-co.jp/hinoki-products



街なかクールシェアによる商店街活性化（熊谷市）

猛暑時に時間を過ごすための「シェルター」（クールスポット）とし
て公共施設や商店などを指定。夏の電力ピークカット、エアコンの
無い高齢者の熱中症対策、商店街振興の一石二鳥を狙う

62

高

温
自

伝

教

資



一の橋バイオビレッジの集住化住宅（北海道下川町 ）
• 一の橋地区は1970年頃は人口約2千人の林業の盛んな町だったが、今は

人口約140人、高齢化率50%を超える小規模集落で、商店も病院もなく、買い物や除雪
等の支援要望の増加や住宅の老朽化などコミュニティの維持ができなくなった。

• 2003年に超高齢化に対応するエネルギー自給型の集住化エリアを整備。バリアフ
リーやプライバシー等に配慮し、若者から高齢者まで対応できる住宅を22戸整備。
地域おこし協力隊がNPOを設立し食堂や移動販売、見守り事業を開始。

• これらの住宅や福祉施設、温室の給湯・暖房はすべて木質バイオマスボイラーから
供給され、電力の一部は太陽光発電によって賄われている。

63

木質チップとﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗｰ

温
自

伝

教

資

高



有機物リサイクル・農産物生産・消費（福岡県大木町）

64

メタン発酵施設を町の中心部（道の駅に隣接）を建設→ごみを処理する「迷惑

施設」ではなく、循環のまちづくりの拠点・交流施設として位置付け、PRしている

高

温
自

伝

教

資



エコカードシステム（西宮市）
出典：地球ウオッチング・にしのみや

（EWC)ホームページ 
http://ewc.leaf.or.jp/ewc_a50card.htm 高

温
自

伝

教

資・1998年から市内の公立小学校に通う児童全員（約3万人）に毎年エコカードを配布し、

学校での環境学習や地域の清掃、エコショッピングなどの活動を行うと学校教員や地域団体、
お店の人からカードにスタンプが押印され、一定個数集めた児童を「アースレンジャー」として
認定するしくみを確立している。

・またエコカードなどのスタンプ数に応じてエココミュニティ会議に活動支援金を支給する「持
続可能な地域づくりサポート基金・にしのみや」も設けている。



対馬学フォーラム（長崎県対馬市） 
対馬に関わる研究者が集結・交流し、環境研究や環境に関する地域
貢献の内容をポスターや集会で発表。地元小中高校生も発表・見学。

66

高

温
自

伝

教

資



みらいチケット－子ども食堂の発展形（沖縄県）

• 子ども食堂の発展形で、奈良県橿原市げんきカレーをヒントに元警
察官の山川宗徳さんが「タコライラバーズ」を2019年に設立

• お客さんが「みらいチケット」を購入（＝寄付）し、ボードにチケットを
貼り付けておく。それを子どもがボードから取って出すと食べられる

• タコライスのチェーン店「きむじなぁ」が全面協力。協力店は169店
舗（2023年7月現在）

67

高
い

温
自

伝

教

資



Shibaura Institute of Technology

水への恩返し（福井県大野市）

• 豊かな水の街である福井県大野市が、「水の恩返
し」活動（Carrying Water Project）の一環として、東
ティモールの給水設備の設置を支援している

出典：大野市(2018) carrying-water-project．http://www.carrying-water-project.jp/．2019年3月7日閲覧
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Shibaura Institute of Technology

森林環境譲与税を活用した森林管理・活用（東京都）

• 森林整備間伐等施業を実施

•  カーボンオフセット（ＣＯ２吸収） 都の森林貢献認証制度によりＣＯ２吸
収量を認証

•  現場体験 多摩の森を活用し、林業作業、自然観察その他の体 験事業
を実施 

• 木材活用 多摩産材、協議会事業による間伐材等の活用
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Ⅲ 個人・Gワーク：環境部署・前任部署の連携
で、できそうな取り組みを考える
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ワークシートを見てください



過去の自治大研修生の集計結果

71

内容 比率
市営住宅の省エネ改修(例:フ市) 68%
雪氷熱の冷房・冷蔵への利用（例：上越市等） 55%
宿泊施設の省エネ改修・再エネ導入支援(例:フ市) 51%
サッカースタジアムへの太陽光パネル設置（ドイツ・フライブルク市） 48%
一の橋バイオビレッジの集住化住宅（下川町） 48%
内子高校うちこスイーツコンテスト（愛媛県内子町） 47%
農業用水等を利用したマイクロ小水力発電（西粟倉村、遊佐町） 46%
内子小三年生による役場の仕事調べ（内子小） 46%
街路灯などへのLEDの導入(宇部市など） 45%
内子高校生が町並保存地区を英語でガイド（愛媛県内子町） 45%
川越の職人と手しごと体験市（川越蔵の会、木の家ネット） 44%
街なかクールシェア（熊谷市ほか） 43%
有機物リサイクル・農産物生産・消費（大木町） 43%
熱中症予防情報メール（熊谷市ほか） 42%
対馬学フォーラム（対馬市） 42%
歴史的建築物の省エネ・再エネ改修支援(例:フ市) 42%
温泉施設における薪ボイラーの設置（西粟倉村） 42%
産業におけるバイオマス熱利用（東神楽町） 42%
高齢者サロンや敬老会でのエコ・コンサート（六日市・小田・吉野川・城廻） 41%
大学生によるアンケート調査・祭り手伝い（内子町、芝浦工業大学） 41%
農林業スタディーツアー（大田原市） 41%
成人式のごみ拾いや資源回収（伊丹市） 40%
PFI方式による合併浄化槽設置促進（富田林市） 40%
ゼロウエストカードによる雑紙持ち込みポイントキャンペーン（上勝町） 40%
家屋調査の際にごみの出し方ルールの説明（内子町） 40%
ホタル観察会（内子町、うちみづネット、五十崎自治センターなど） 40%
内子高校総合学習による環境・街づくり提案（内子町） 40%



まとめ：持続可能な自治体になるには？

• 持続可能な地域づくり(SDGs)を意識して複合的な政策を立案
する→限られたリソースで課題を同時解決する！

– 地域資源（自然資源・物的資源・人的資源）の潜在的価値
を見いだし、再生能力を損なわない範囲で活用する【残し
て活かす】

– モノ、サービス、人材を自前で調達し、循環させ、有機的に
つなぎ、それが地域の新たな価値を生み出す【つないで生
み出す】

– 地域内外の人との信頼関係や交流、ネットワークを維持
する【学んで助け合う】
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温暖化対策・エネルギー、自然・水環境保全、農林業振興、
伝統文化の維持・活用、廃棄物・リサイクル

環境教育・ＥＳＤ



まとめ：すべての部署で、できることはある！

• 環境に関してできること

– 「新しいことしなくてはならない→負担が増える」と
は限らない

– 日常業務のちょっとした工夫で、環境に関してでき
ることはたくさんある。

– 紙・ごみ・電気の抑制も大切だが、本来業務のなか
でできることもある。

• 自分の部署の政策に応用できることもいっぱいあ
る！

• 行動力とコミュニケーション力が大事！
73



まとめ：政策課題を解決するコツ（その１）
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ライフステージごとにアプローチ（課題や興味範囲が異なる）
自治会などの地域団体と連携する
自治会の役員や子どもからアプローチ
日常生活で利用する店舗等と協働する体制をつくる
Win－Winの関係をつくり、主体的な行動を引き出す
雑談の中から特技を見つける
講座の参加者でセンスのいい人に声をかける
ちょこっと活かせる場を作る
短い時間の講師（１分間）などをしてもらう
ハードルを下げる工夫
わかりやすい言葉、なじみやすい生き物
結論ありきでなく、住民と問題点を明らかにしていくプロセス
自ら出向き「営業」をする
足で稼ぐ
公私混同公務員
地域協働をコーディネートできる職員育成
首長のリーダーシップ
庁内プロジェクトチーム制
地域・学校・行政をつなぐコーディネータ制（他）

待ち”か
ら“攻め”
へ

ちょっと
ずつ進む



まとめ：政策課題を解決するコツ（その２）
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省エネ・創エネの組み合わせ
他の政策目的との組み合わせ
まちづくりの一環としてとらえる
交通ニーズだけでなく、医療や福祉、教育も含めた解決策
文化、歴史、健康などを組み合わせた学習プログラム
環境、福祉、文化、住宅政策、公共施設計画などの相乗効果を狙っ
た施策
エネルギー消費実態データを安心安全や防災、高齢者支援などに
活かす
まずは興味関心をもってもらう（ex.ふろしき）
「楽しそう」と思わせる見せ方、呼びかけ方
見る、歩く、おいしいものを食べるような参加しやすいイベント
受け身でなく主体的になるよう配慮
自己決定がやる気・愛着を生む
形をつくり押しつけてはいけない
相手の話を聞く姿勢
自分ごとにし、共に成長する姿勢
広報面での支援や経費支援
情報の見える化

組み合
わせる

楽しそう・
おいしそ
う！

その他

主体性を
促す
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